
※上記の矢印は、財務書類４表の相互関係を表したものです。

大仙市一般会計等財務書類概要（令和６年度決算）

　  市のストック情報やコスト情報などの財政状況を明らかにするため、国の統一的な基準に
  より作成した「一般会計等財務書類」の概要は次のとおりです。

 資金収支計算書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

期首資金残高（①） 25億円

業務活動収支（②） 36億円
( 支出：人件費、社会保障給付など 396億円 )
( 収入：市税、使用料及び手数料など 432億円 )

投資活動収支（③） △34億円
( 支出：公共施設等整備費、積立金など 69億円 )
( 収入：国県等補助金、基金繰入金など 35億円 )

財務活動収支（④） △3億円

本年度資金収支額（⑤=②+③+④） △1億円

本年度末歳計外現金残高（⑥） 4億円

期末現金預金残高（①+⑤+⑥） 28億円

業務活動収支、投資活動収支、財務活動収支による本年度
資金収支額および歳計外現金残高を合わせた期末現金預金
残高は期首資金残高と比べ3億円の増となっています。

　１年間の行政活動における資金の収支を３つの性質
に区分して表しています。

 純資産変動計算書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

期首純資産残高 1,870億円

純行政コスト △483億円

税収等 315億円

国県等補助金 108億円

資産評価額、無償所管換等 7億円

期末純資産残高 1,817億円

税収や国県等補助金は増加したものの、純行政コストの
減少により期末純資産残高は1,817億円となっています。

　１年間で純資産がどのように変動したかを表して
います。

 行政コスト計算書 （令和6年4月1日～令和7年3月31日）

人にかかるコスト（業務費用） 71億円 使用料及び手数料等 16億円

職員給与費、退職手当等引当金繰入金 (14.3%)

物にかかるコスト（業務費用） 182億円

物件費、維持補修費、減価償却費 (36.5%)

その他のコスト（業務費用） 5億円 （損失）災害復旧事業費等（④） 2億円

地方債の支払利息など (1.0%) （利益）資産売却益等（⑤） 1億円

移転支出的なコスト（移転費用） 240億円

社会保障給付(生活保護費等)など (48.2%) 純経常行政コストから臨時に発生したものを

498億円 差し引いた金額 483億円

経常行政コスト498億円に対し、市が実施する事業の受益者負担は16億円となっています。行政コストの
多くが受益者負担以外の市税や地方交付税などで賄われています。

　１年間の行政活動のうち､経常的な行政サービスに係る費用(コスト)と収益を表しています｡

経常行政コスト（①） 経常収益（②）

合　計

純経常行政コスト（①－②＝③）

臨時損失及び利益

純行政コスト（③＋④－⑤）

市税・地方交付税等で賄われた金額 482億円

 貸借対照表　（令和7年3月31日現在）

固定資産 2,266億円 固定負債 469億円
学校、道路など 1年経過以降に償還が必要な地方債など

(有形固定資産 2,182億円 ) 流動負債 59億円

(無形固定資産 2億円 ) 1年以内に償還が必要な地方債など

(投資その他の資産 82億円 ) 528億円
流動資産 79億円

財政調整基金、市税未収金など

(流動資産のうち、資金 28億円 ) 純資産 1,817億円
市税、地方交付税、国県補助金など

2,345億円 2,345億円
資産額2,345億円のうち、1,817億円（＝純資産）はこれまでの世代が負担し、残りの528億円
（＝負債）は将来世代が負担することになります。

　基準日時点における財政状態（資産額・負債額・純資産額）を表しています。

資産の部 負債の部

資産の合計 負債及び純資産の合計

〈これまで積み上げてきた資産額〉 〈将来世代の負担額〉

負債の合計
純資産の部

〈過去及び現世代の負担額〉
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■令和６年度各指標の前年度及び類似団体との比較 

比較団体は総務省の「統一的な基準による財務書類に関する情報」による類型区分が大仙市と同じ「Ⅱ－

１」に該当する４６団体の平均値及び県内２市、北海道・東北３市を選定してグラフ表示した。 

なお、類団全国平均は総務省で公表している令和５年度「統一的な基準による財務書類に関する情報」の

平均値を採用している。 

 

① 住民一人当たりの資産額 

 

 建物や土地などの固定資産と現金預金などの流動資産を合計した資産額を住民基本台帳人口で割った

もの。（大仙市の令和７年３月３１日現在人口：７３，２１７人） 

■住民一人当たりの資産額の平均：１００万円～３００万円 

【大仙市の状況】 

前年度と比べ固定資産が減少し、住民一人当たりの資産額は３２０万３千円となったが、類似団体平

均を上回っている。 

 

② 住民一人当たりの負債額 

  

 固定負債と１年内償還予定地方債などの流動負債の合計額を住民基本台帳人口で割ったもの。 

■住民一人当たり負債額の平均：３０万円～１００万円 

【大仙市の状況】 

 地方債の現在高が着実に減少しているため負債合計は減少したが、前年度より人口が１，４００人ほ

ど減少しており、住民一人あたりの負債額は前年度より増加した。また類似団体平均と比べ、上回った 

推移が続いている。 
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③住民一人当たりの行政コスト 

  

 業務用費用（人件費、物件費等、その他業務費用の合計）と移転費用（補助金等、社会保障給付、他会

計への繰出し金等の合計）の合計である経常費用から使用料及び手数料などの経常収益を引いた純経常

行政コストを住民基本台帳人口で割ったもの。 

■住民一人当たりの経常コストの平均：２０万円～５０万円 

【大仙市の状況】 

経常費用（主に人件費や物件費、補助金等）が増加したため、住民一人当たりの行政コストは６５万８

千円となった。依然として公共施設の集約が進まないことから、維持補修費が増加傾向にあるため、平均

を上回っており、類似団体平均と比べても高い額となっている。 

 

④社会資本形成の世代間負担比率 

 

社会資本形成に係る将来世代の負担程度を図る指標となる。過疎化が進行していたり、起債を多く発

行していたりする自治体は将来世代の負担比率が高くなる。（純資産には、基金や貸付金の財源となった

ものなどを含むため、過去及び現世代負担比率と将来世代負担比率を合わせても１００％にならない） 

■過去及び現世代の負担比率の平均：６０～８０％ ■将来世代の負担比率の平均：２０～４０％ 
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【大仙市の状況】 

過去及び現世代の負担比率が約８３．２％、将来世代の負担比率が約２１．３％となっており、類似団

体平均と比べても同程度となっている。 

 

⑤有形固定資産減価償却率 

  

有形固定資産減価償却率は、資産の老朽度について償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割

合で示したもの。数値が高いほど老朽化が進んでいる。 

■有形固定資産減価償却率の平均：５０％～６０％ 

【大仙市の状況】 

有形固定資産減価償却率は７３．２％で類似団体平均を上回っており、当市の課題の１つである市内

公共施設等の老朽化や公共施設数の多さが要因となっている。 

 

⑥受益者負担比率 

  

受益者負担比率は、経常行政コストに対して受益者が負担した経常収益の比率を表したもの。 

■受益者負担比率の平均：１０％未満 

【大仙市の状況】 

 受益者負担比率は０.１ポイント減の３．３％となり、前年度と同程度の比率を保っている。類似団体

平均と比較した場合、やや低い数値となっている。 
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Ⅰ 概要 

 

１．はじめに 

  平成１８年８月、総務省において「地方公共団体における行政改革の更なる推進のため

の指針」が策定され、地方自治体の資産・債務管理改革に資する観点から、財務書類の整

備の必要性が示されました。また、これと前後して「地方公会計制度研究会報告書」及び

「地方公会計制度実務研究会報告書」がそれぞれ公表され、地方公会計の作成モデルが示

されました。 

これにより、現金主義の会計制度に加えて、発生主義、複式簿記の考え方を用いた企業

会計的な手法により、財政を把握・分析する方法が全国の地方公共団体に広まり、大仙市

では、実務研究会報告書等で示された作成モデルのうち、「総務省方式改訂モデル」に従い、

平成２０年度決算から財務書類を作成しています。 

 

２．地方公会計制度の意義 

  現金主義（単式簿記）は、予算の執行や現金収支の把握は可能となっていますが、これ

までに資産がどの程度形成され、その財源内訳がどうなっているのかについての情報が不

十分であると指摘されていました。また、現金支出以外に発生している行政コストを把握

することができませんでした。そこで、民間企業会計の発生主義（複式簿記）の考え方を

導入し、売却可能資産の時価評価や債権（貸付金や未収金など）回収不能額を算定するな

ど、ストック情報やコスト情報を明らかにすることを目的として地方公会計制度が導入さ

れました。 

  地方公会計制度に基づく財務書類の作成、分析を通じて、財政面から大仙市の特徴や課

題を明らかにし、行政運営の意志決定や資産・債務の適切な管理に活用していくことによ

り意義あるものと考えられます。 
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 ３．統一的な基準による地方公会計 

    財務書類の作成モデルについては、「基準モデル」、「総務省方式改訂モデル」のほか、「東

京都方式」や「大阪府方式」など複数存在しているため、地方公共団体間の比較に支障を

来していました。また、多くの地方公共団体が採用している「総務省方式改訂モデル」は、

固定資産額の把握に決算統計のデータを活用しているため、公有財産等の貸借対照表計上

額の正確性に欠けているなどの問題もありました。 

    このような状況から総務省は、「発生主義・複式簿記の導入」、「固定資産台帳の整備」及

び「比較可能性の確保」の促進を掲げ、平成２７年１月に「統一的な基準による地方公会

計マニュアル」を公表し、この基準による財務書類を平成３０年３月まで作成するよう各

地方公共団体に要請し、大仙市においても平成２８年度決算からこの基準により財務書類

を作成しています。 

 

 ４．企業会計と公会計の違い 

前述したように、地方公会計制度は、自治体にも企業会計の手法を取り入れるものとな

りますが、企業会計とは目的が異なります。企業の目的は利益獲得であるため、例えば、

企業会計の損益計算書は、対応する収益とコストを差し引いて適切に期間損益を計算し、

企業経営に資することを目的としています。これに対し、地方公共団体は利益の獲得を目

的としませんので、経常行政コストと経常収益の差し引きで表される純経常行政コストは、

利益の概念ではなく、地方税や地方交付税などの一般財源や資産の売却などで賄うべきコ

ストを表すことになります。 

 

５．財務書類４表の作成基準 

 平成２０年度から平成２７年度決算に係る財務書類については、平成１９年１０月に総

務省が公表した「地方公会計制度実務研究会報告書」に基づき、同省の昭和４４年度以降

の「地方財政状況調査表」、「地方公営企業決算状況調査表」及び「歳入歳出決算書」など

を用いて財務書類を作成する「総務省方式改訂モデル」方式を採用しています。 

平成２８年度決算からは、国が示した「統一的な基準」により作成しています。 

 

  （１）対象年度 

対象年度は令和６年度、作成基準日は令和７年３月３１日としています。 

なお、出納整理期間における出納については、基準日までに終了したものとして処

理しています。 
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（２）財務書類４表の相互関係 

   財務書類４表の相互関係を示したのが次の図です。 

行政コスト計算書

経常行政コスト

経常収益

臨時損失及び臨時利益

純行政コスト

純資産変動計算書

期首純資産残高

純行政コスト

財源

資産評価差額・無償所管替等

期末純資産残高

期末歳計外現金残高

期末現金預金残高

資産のうち、
現金預金

資産

負債

純資産

資金収支計算書

期首資金残高

収入

支出

貸借対照表

－

±

＝

＋

＝

＋

±＋

－
＝

－
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Ⅱ 一般会計等財務書類４表 

 

１．一般会計等の範囲 

総務省地方財政状況調査に基づく一般会計等を対象としています。一般会計に次の特別

会計を加えた地方財政統計上、統一的に用いられる会計区分で、公営事業会計以外の会計

を対象としています。 

・一般会計 

 ・学校給食事業特別会計 

 ・奨学資金特別会計 

 

２．貸借対照表 

現行の会計方式は、１年間の資金の流れが中心であるため、資産や負債などのストック

情報が分かりにくくなっています。地方公会計制度の貸借対照表では、税金投入などで整

備された資産や、その資産形成の財源である負債、純資産の状況等を把握することができ

ます。 

貸借対照表は、左側に「資産」、右側には資産を形成した財源を「負債」と「純資産」に

分けて対照表示したもので、どのような資産をどのような負担で蓄積してきたかを表して

います。 

「資産」は、市が保有する財産であり、性質として大きく２つに分けられます。一つは

将来の現金収入としての価値があるものであり、例えば、貸付金や基金などが該当します。

これらは民間企業において資産として認識されるものです。もう一つは、道路や学校など

行政特有の資産です。これらは将来の現金収入を生み出すものではありませんが、市が様々

な行政活動を行うために保有している財産であり、行政サービスを提供するという意味で

の価値を有するものとして、資産として認識しています。 

「負債」は、資産の形成に充てられた財源のうち、将来に現金支出という負担が発生す

るものです。地方債などの法的な債務のほか、現在勤務している職員に対して将来支払う

退職金なども含まれます。 

「純資産」は、民間企業のような出資や利益の蓄積としての「資本」ではなく、資産の

形成に充てられた市税や国・県支出金など返済不要な財源の蓄積を表しています。 

 

 
 貸借対照表は、会計年度末における地方公共団体の財政状態（資産保有状況と財源

調達状況）を表す財務書類です。 
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会計区分 一般会計等

（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 226,572,134 固定負債 46,863,876

有形固定資産 218,166,982 地方債 41,415,392

事業用資産 57,394,079 長期未払金 241,445

土地 17,750,373 退職手当引当金 5,207,038

立木竹 6,387,603 損失補償等引当金  -

建物 102,055,814 その他  -

建物減価償却累計額 △ 71,340,760 流動負債 5,896,121

工作物 11,709,102 1年内償還予定地方債 5,102,941

工作物減価償却累計額 △ 9,724,798 未払金  -

船舶  - 未払費用  -

船舶減価償却累計額  - 前受金  -

浮標等  - 前受収益  -

浮標等減価償却累計額  - 賞与等引当金 359,302

航空機  - 預り金 433,063

航空機減価償却累計額  - その他 815

その他 3,147,310 負債合計 52,759,997

その他減価償却累計額 △ 2,791,016 【純資産の部】

建設仮勘定 200,450 固定資産等形成分 231,575,829

インフラ資産 159,888,244 余剰分（不足分） △ 49,819,422

土地 34,156,173

建物 1,600,251

建物減価償却累計額 △ 1,248,276

工作物 474,072,194

工作物減価償却累計額 △ 348,846,249

その他 355,044

その他減価償却累計額 △ 240,132

建設仮勘定 39,238

物品 5,798,514

物品減価償却累計額 △ 4,913,855

無形固定資産 165,826

ソフトウェア 165,826

その他  -

投資その他の資産 8,239,326

投資及び出資金 419,502

有価証券 173,980

出資金 245,522

その他  -

投資損失引当金  -

長期延滞債権 185,396

長期貸付金 251,708

基金 7,403,970

減債基金  -

その他 7,403,970

その他  -

徴収不能引当金 △ 21,250

流動資産 7,944,269

現金預金 2,819,120

未収金 130,681

短期貸付金  -

基金 5,003,695

財政調整基金 4,381,748

減債基金 621,946

棚卸資産  -

その他  -

徴収不能引当金 △ 9,226 純資産合計 181,756,407

資産合計 234,516,404 負債及び純資産合計 234,516,404

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

貸借対照表
   （令和  7  年  3  月  31  日 現在）
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３．行政コスト計算書 

地方公共団体の行政活動には、資産形成につながる道路や公園、学校等の公共施設整備

などのほか、福祉やごみ処理などの資産形成につながらない行政サービスがあります。 

行政コスト計算書は、この資産形成につながらない行政サービスの提供に要した経費で

ある「経常行政コスト」と、これらに充当する使用料・手数料や分担金・負担金など、行

政サービスの直接の対価として得られた収入である「経常収益」からなり、行政活動の内

容を把握することができる財務書類です。 

このため、経常行政コストから経常収益を差し引いた「純経常行政コスト」は、市税や

地方交付税、国・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになります。 

さらに、純経常行政コストから災害復旧事業費や資産の除売却など臨時的に発生した損

益を差し引いたものが「純行政コスト」として表されています。 

 

 行政コスト計算書は、一会計期間における、資産形成を伴わない経常的な行政活動

に伴う純経常費用（純経常行政コスト）を表す財務書類です。 
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 自　令和  6  年  4  月  1  日

 至　令和  7  年  3  月  31  日

会計区分 一般会計等

（単位：千円）

科目 金額

経常費用 49,796,606
業務費用 25,782,550

人件費 7,133,231
職員給与費 5,668,642
賞与等引当金繰入額 359,302
退職手当引当金繰入額 247,241
その他 858,047

物件費等 18,206,741
物件費 7,417,961
維持補修費 738,123
減価償却費 10,050,657
その他  -

その他の業務費用 442,577
支払利息 212,766
徴収不能引当金繰入額 64,807
その他 165,004

移転費用 24,014,057
補助金等 14,969,393
社会保障給付 7,218,520
他会計への繰出金 1,811,060
その他 15,083

経常収益 1,628,755
使用料及び手数料 554,443
その他 1,074,312

純経常行政コスト 48,167,851
臨時損失 190,408

災害復旧事業費 174,867
資産除売却損 15,541
投資損失引当金繰入額  -
損失補償等引当金繰入額  -
その他  -

臨時利益 67,317
資産売却益 63,545
その他 3,772

純行政コスト 48,290,942

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書
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 ４．純資産変動計算書 

  純資産変動計算書は、１年間の純資産の増減を要因別に表した財務書類です。   

 

 

 

 

 

 

 

               自　令和  6  年  4  月  1  日

               至　令和  7  年  3  月  31  日

会計区分 一般会計等

（単位：千円）

科目 合計

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 186,956,946 236,745,564 △ 49,788,617

純行政コスト（△） △ 48,290,942 △ 48,290,942

財源 42,375,658 42,375,658

税収等 31,587,562 31,587,562

国県等補助金 10,788,096 10,788,096

本年度差額 △ 5,915,284 △ 5,915,284

固定資産等の変動（内部変動） △ 5,884,457 5,884,457

有形固定資産等の増加 3,570,296 △ 3,570,296

有形固定資産等の減少 △ 10,170,784 10,170,784

貸付金・基金等の増加 3,528,273 △ 3,528,273

貸付金・基金等の減少 △ 2,812,242 2,812,242

資産評価差額  -  -

無償所管換等 714,723 714,723

その他 21  - 21

本年度純資産変動額 △ 5,200,539 △ 5,169,734 △ 30,805

本年度末純資産残高 181,756,407 231,575,829 △ 49,819,422

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書

 

 純資産変動計算書は、一会計期間において、どのように変動したかを表す財務書類

です。 
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５．資金収支計算書 

資金収支計算書は、行政活動を資金の流れから見たもので、「業務活動収支」、「投

資活動収支」及び「財務活動収支」に区分されていることが特徴です。 

業務活動収支には、人件費、物件費及び社会保障給付費など経常的な行政活動の

ほか、災害復旧事業費など臨時的なものが含まれます。 

投資活動収支には、公共施設等整備費など有形固定資産等の形成に係る収支のほ

か、基金の積み立て・取り崩し、貸付金の支出・収入及び資産の除売却などが含ま

れます。 

財政活動収支は、地方債の元金償還金、借入金が主なものです。 

 

 

 

 

 

 資金収支計算書は、一会計期間における、行政活動に係る資金の流れを性質の異な

る３つの活動に分けて表示した財務書類です。 
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 自　令和  6  年  4  月  1  日
 至　令和  7  年  3  月  31  日

会計区分 一般会計等

（単位：千円）
科目 金額

【業務活動収支】
業務支出 39,477,728

業務費用支出 15,464,632
人件費支出 6,864,662
物件費等支出 8,222,199
支払利息支出 212,766
その他の支出 165,004

移転費用支出 24,013,097
補助金等支出 14,968,433
社会保障給付支出 7,218,520
他会計への繰出支出 1,811,060
その他の支出 15,083

業務収入 43,091,883
税収等収入 31,579,356
国県等補助金収入 9,934,022
使用料及び手数料収入 547,147
その他の収入 1,031,359

臨時支出 174,867
災害復旧事業費支出 174,867
その他の支出  -

臨時収入 102,097
業務活動収支 3,541,385
【投資活動収支】

投資活動支出 6,897,258
公共施設等整備費支出 3,502,835
基金積立金支出 2,750,757
投資及び出資金支出  -
貸付金支出 643,666
その他の支出  -

投資活動収入 3,525,832
国県等補助金収入 751,977
基金取崩収入 2,001,367
貸付金元金回収収入 671,818
資産売却収入 100,670
その他の収入  -

投資活動収支 △ 3,371,426
【財務活動収支】

財務活動支出 5,412,042
地方債償還支出 5,412,042
その他の支出  -

財務活動収入 5,086,923
地方債発行収入 5,086,923
その他の収入  -

財務活動収支 △ 325,119
△ 155,160
2,541,217
2,386,057

前年度末歳計外現金残高 421,950
本年度歳計外現金増減額 11,113
本年度末歳計外現金残高 433,063
本年度末現金預金残高 2,819,120

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資金収支計算書

本年度資金収支額
前年度末資金残高
本年度末資金残高

 



 11 

６．一般会計等財務書類の指標 

令和６年度の一般会計等財務書類について、主な比率や指標は次のとおりです。 

 

（１）社会資本形成の世代間負担比率 

… 過去及び現世代負担比率 83.2％ ・ 将来世代負担比率 21.3％ 

社会資本等形成に係るこれまでの世代（過去及び現世代）と今後の世代（将 

来世代）の割合を算出することにより、各世代における負担の比重を把握する 

ことができます。 

    

 

 

※純資産には、基金や貸付金の財源となったものなどを含むため、過去及び現世代負担比率と将来 

世代負担比率を合わせても 100％になりません。 

 

（２）有形固定資産の行政目的別割合（一般会計等） 

有形固定資産の行政目的別（生活インフラ・国土保全、教育、福祉等）の割

合を算出することにより、行政分野毎の社会資本形成の比重を把握することが

できます。 

生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全  72.30％（157,740,334 千円） 

教  育       15.20％（ 33,158,590 千円） 

福  祉        1.16％（  2,524,985 千円） 

環境衛生               0.38％（    831,726 千円） 

産業振興        5.70％（ 12,445,676 千円） 

消  防        0.25％（    535,685 千円） 

総  務        5.01％（ 10,929,986 千円） 

合計        100.00％（218,166,982 千円） 

  

 （２）有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） … 73.2％ 

有形固定資産のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償却累計額の割合

を算出することにより、資産の老朽化の状況を把握することができます。 

 

 

 

 

 （３）受益者負担比率 … 3.3％ 

受益者負担比率は、行政サービス提供に対する受益者の直接的な負担割合を

把握することができます。 

 

 

 

（４）住民一人当たりの資産 … 3,203 千円 

 

（５）住民一人当たりの負債 … 721 千円 

 

（６）住民一人当たりの行政コスト … 658 千円 

過去及び現世代負担比率 ＝ 純資産 ÷ 有形・無形固定資産合計 

将来世代負担比率 ＝ 地方債合計 ÷ 有形・無形固定資産合計 

有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率） 

＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地等非償却資産等＋減価償却累計額） 

受益者負担比率 ＝ 経常収益 ÷ 経常費用 


